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Ⅰ．松下ｸﾞﾙｰﾌﾟの事業概要
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売上高売上高
      約約77兆兆6,8006,800億円億円

映像
音響機器

家庭電化
住宅設備
機器

情報・通信
機器

産業機器

部品

国内  約133千人
海外  約160千人

従業員数従業員数
  約約293293千人千人

会社数会社数
321321社社

 国内     92社
 海外   229社

国内/海外比
53％ / 47％

松下グループの事業規模 ＜2000年度連結＞
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Ⅱ．超・製造業への革新

（創生２１計画）



中村新社長就任！（2000年6月）

破壊と創造！　守るべきは経営理念だけ！
創生２１計画創生２１計画



　　　　　　　　　　　正しい経営理念というものは、基本的にはいつの時代にも通じるもの

　　　　　　である。経営というのは、結局人間が人間自身の幸せをめざして行な

　　　　　　うものなのだから、人間の本質がいつの時代においても変わらないも

　　　　　　のである以上、正しい経営理念も基本的に不変であると考えられる。

　　　　　　だからこそ、それだけ正しい経営理念を持つことが大切なのである。

　しかし、その経営理念を現実の経営の上にあらわすその時々の方針なり、方
策というものは、これは決して一定不変のものではない。

というよりも、その時代時代によって変わっていくのでなければならない。

いいかえれば「日に新た」でなくてはならない。この社会はあらゆる面で絶えず
変化し、うつり変わっていく。

だから、その中で発展していくには、企業も社会の変化に適応し、むしろ一歩先
んじていかなくてはならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<松下幸之助　実践経営哲学より＞

時 代 の 変 化 に 適 応 す ること

松下幸之助創業者も、日に新た！



２１世紀型「超･製造業」への革新を、



フラット＆ウェッブ型組織へ



基本方針 人々の暮らしの向上と世界文化の進展に寄与する

新しい事業セグメント
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事業セグメント

～2000年度

2001年度～

ＡＶＣネットワーク

アプライアンス
ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ
ｲｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ

デバイス

2001年度～



■ 　強 い デ バ イ ス 事 業

■　スピーディなモノづくり対応力

■　お客様本位のサービスを

　　　　　　　起点としたビジネス

ＩＴ革新 ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ 構造改革
「破壊」

成長戦略
「創造」

「超・製造業」「超・製造業」

「軽くて、速い」松下「軽くて、速い」松下

５Ｓ経営

投資投資  1400 1400億円億円

破壊と創造破壊と創造

お 客 様 と 直 結

創生２１計画でめざす方向は、

新しい松下の創生



Ⅲ．ＩＴ革新の取組み概要

Ⅲ-１．　ＩＴ革新のアプローチと風土づくり



ＩＴ革新の取組みステップ

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度～
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デ
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開

ジャンプホップ

ビジネスモデル革新

と事業創造

ビジネスプロセス革新

とＩＴ活用
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ステップ



２０世紀型
製造業

ＩＴ革新の基本の考え方

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ロ
セ
ス
革
新
度

　
（
顧
客
直
結
）

トップダウンで、顧客直結型プロセスへの革新と
その手段としてのIT活用を表裏一体で同時推進

ＩＴ活用度（スピード向上）

２１世紀型２１世紀型
超・製造業超・製造業制度・ﾌﾟﾛｾｽ

仕組・ｼｽﾃﾑ

サバイバルをかけた「破壊と創造」サバイバルをかけた「破壊と創造」

創造創造

創造創造

破壊

破壊



営　業

 ｻｰﾋﾞｽ

営　業

 ｻｰﾋﾞｽ物　流物　流生　産生　産調　達調　達

量産試作量産試作

開発・設計開発・設計

商品企画商品企画
お
　
客
　
様

仕
　
入
　
先

商品化軸

SCM軸

　　間接業務（人事・経理・総務等）　　間接業務（人事・経理・総務等）

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

宣　伝宣　伝

⑦  ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾓﾉづくり

②  ｉ‐EPOCH

⑤  民生ＳＣＭ
④  ﾃﾞﾊﾞｲｽ製販ＳＣＭ

③  Ｗｅｂ広報
⑥  Ｗｅｂ顧客直結

①  調達EC

・全社プロジェクトの位置づけを明確化（ＳＣＭ軸、商品化軸等）
・各分社、関係会社、各部門での推進体制も設置

・全社プロジェクトの位置づけを明確化（ＳＣＭ軸、商品化軸等）
・各分社、関係会社、各部門での推進体制も設置

⑧  ナレッジマネジメント

IT革新全社プロジェクトの概要



営　業

 ｻｰﾋﾞｽ

営　業

 ｻｰﾋﾞｽ物　流物　流生　産生　産調　達調　達

量産試作量産試作

開発・設計開発・設計

商品企画商品企画
お
　
客
　
様

仕
　
入
　
先

商品化軸

SCM軸

　　間接業務（人事・経理・総務等）　　間接業務（人事・経理・総務等）

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

宣　伝宣　伝

⑦  ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾓﾉづくり

②  ｉ‐EPOCH

⑤  民生ＳＣＭ
④  ﾃﾞﾊﾞｲｽ製販ＳＣＭ

③  Ｗｅｂ広報
⑥  Ｗｅｂ顧客直結

①  調達EC

⑧  ナレッジマネジメント

現在のプロセス革新の重点取組みは、

・ＳＣＭ軸と商品化軸の徹底革新・ＳＣＭ軸と商品化軸の徹底革新

ＳＣＭ軸のプロセス革新

商
品
化
軸
の
プ
　 
セ
ス
革
新



では、プロセス革新の取組み方法は、

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ

ベンチマーキング

グローバルスタンダードな評価モデルと指標（ＳＣＯＲモデル等）

自社のプロセスの

実態を測定

類似企業のプロセスの

指標と比較

先進他社の

ベストプラクティス分析

ＢＰＲ（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）

自社のプロセスの

実態を整理

あるべきプロセスを

設計し、実践

評　価　（ＩＴ革新評価手法）



Ⅲ-２．ＩＴ革新評価手法
協力：（株）富士通総研　



「超・製造業」に向けたＩＴ革新投資の増大
全社合計   約1,400億円（創生２１計画）

「超・製造業」に向けたＩＴ革新投資の増大
全社合計   約1,400億円（創生２１計画）

課　題課　題

ＩＴ革新に対する“ものさし”が重要！

【 経営トップ 】

【 プロジェクト推進メンバー 】

・ＩＴ投資がどのように経営効果に結びつくのか見えない

・従って、ＩＴ化に対する的確な投資判断や優先順位づけができない

・経営トップに対して、投資効果を明確に説明できない

・全体最適を目指す経営革新テーマに対する投資評価方法が分からない

・検討中の取組が、目的に対して最適な施策（ベストプラクティス）と

　なっているか不安

ＩＴ革新の評価は？



目　的目　的
１．IT革新投資に対する標準“ものさし”の提供

２．どんな取組をすべきかのヒントとなる革新ポイント集（ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ）の提供

　　　→　ノウハウ集として、日々成長させていく

①革新方針①革新方針 ②ＩＴ革新施策案の
検討と評価　

②ＩＴ革新施策案の
検討と評価　

ＩＴ革新評価手法ＩＴ革新評価手法

目標設定のガイドライン 成果のモニタリング

標準の“ものさし”と
革新ポイント集の提供

活用方法活用方法

ベ　ン　チ　マ　ー　キ　ン　グ　

③意思決定と
コミットメント

③意思決定と
コミットメント

④ＩＴ革新実施と
実施状況管理

④ＩＴ革新実施と
実施状況管理 ⑤成果評価⑤成果評価

ＩＴ革新評価手法の目的と活用方法



【間接業務】

ＩＴ革新評価

手法

【間接業務】

ＩＴ革新評価

手法

【ＣＲＭ】
ＩＴ革新評価
手法

【ＣＲＭ】
ＩＴ革新評価
手法

営　業

 ｻｰﾋﾞｽ

営　業

 ｻｰﾋﾞｽ物　流物　流生　産生　産調　達調　達

量産試作量産試作

開発・設計開発・設計

商品企画商品企画

お
　
客
　
様

仕
　
入
　
先

商品化軸
デジタルモノづくり PJ

　　　　間接業務（人事・経理・総務等）　　　　間接業務（人事・経理・総務等）

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

宣伝・広報宣伝・広報

Ｗｅｂ広報  PJ
Ｗｅｂ顧客直結  PJ

EPOCH推進  PJ民生ＳＣＭ PJ
デバイス製販ＳＣＭ  PJ

調達ＥＣ PJ

SCM軸

・適用範囲毎に４つのＩＴ革新評価手法を構築予定

　－ＳＣＭ、商品開発マネジメント、ＣＲＭ、間接業務－　

・ＳＣＭの評価手法については、ＳＣＯＲモデルをベースに策定済み

・適用範囲毎に４つのＩＴ革新評価手法を構築予定

　－ＳＣＭ、商品開発マネジメント、ＣＲＭ、間接業務－　

・ＳＣＭの評価手法については、ＳＣＯＲモデルをベースに策定済み

ＩＴ革新評価手法の適用範囲　　　　協力：（株）富士通総研

ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ  PJ

【商品開発】

ＩＴ革新評価

手法

【商品開発】

ＩＴ革新評価

手法

【SCM】
ＩＴ革新評価
手法

【SCM】
ＩＴ革新評価
手法



Ⅲ-３．今後の課題



現状の到達地点と今後の課題

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度

意
識
を
高
め
る

推
進
体
制
を
築
く

推
進
計
画
を
作
る

成
果
を
拡
大
、
統
合
し

更
な
る
革
新
を
す
る

新
し
い
仕
組
み
を
　
　

　
　
　
　
　
定
着
さ
せ
る

価
値
観
を
共
有
す
る

評
価
指
標
を
作
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短
期
的
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を
出
す

全員の
価値観共有
不十分

全員の
価値観共有
不十分

課
　
題

評価指標の
全社展開

評価指標の
全社展開

経営品質との
関連明確化

経営品質との
関連明確化

各ＰＪの統合成果
を創出

各ＰＪの統合成果
を創出

成果の刈取りと
全社展開

成果の刈取りと
全社展開

新
し
い
仕
組
み
か
ら

　
　
事
業
を
生
み
出
す




